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宇野理論における価値論の内在的

矛盾とその根拠について

子野理論と価値論 (1) 

丙 野

I 問題の所在と問題の限定

勉

宇野弘蔵氏によって基礎がおかれ，その一派の人達によっ亡更に発展させら

れてし、るところの『資本論』壱「原理論」として「純化」する作業は，その基

木的作業として「資木論J第 1部第 1編「商品と貨幣Jにおける価値の実体規

定を基礎する展開を，商品，貨幣，資本の「流通形態」としての「形態規定」

を「不純」にするものとして排除し，商品，貨幣，資本としづ範噂を「純粋な

流通形態規定jに「純イuする作業#様々の角度からおしすすめてきた。それ

によれば，経済学の根本をなすところの価値理論は，商品，貨弊，資本という

範障を展開する「流通形態J論で価値実体ぬきの「価値の形態規定J或いは「価

値法則の形態」を明らかにし，労働力商品化をといた後に「価値の実体規定」

或いは「価値法則の実体的根拠」を明らかにするというのが「原理論Jとして

正しい方法だと古れている九

このような「正しい方法jの発展史を概観することは，問題の所在をあきら

かにする上で必要な作業である。いま，簡単にこの点を回顧ンてみよう。

宇野派の大内秀明氏によれば汽 宇野経済学の形成にとって戦後は第 3の時

期，即ち I三段階論」の「最終的定式化」の時期とされている。つまり，戦

1) 宇野弘蔵『経済学方法論』東京大学出版会， 1962年刊(以下『方法論』と略)， 169-228頁;同
民『価値論の問題点』法政大苧出版局 1963年刊(以下『問題点』と略). 39-109頁，降臨時排

『資本論体系の研究』青木書官， 1965年刊， 15-203貰，大内需明『価調論の形成』東京大学出版

会， 1964年刊 229-327頁υ

2) 大内秀明「宇野経済学の形成」日高晋嗣 r講座戦後日本の思想』現代思潮社， 1962年刊所収。



宇野理論にお吋る価値論の内在的矛盾とその根拠について (617) 101 

前の第 1期において「原浬的なものと発展段階論的なものとの分化」が形成さ

れ，戦中から戦後2~3年にかけての第 2 期において「段階論からさらに現状分

析論の分化」がほぼ形成されていたが I段階論」と「原理論Jとの次元のち

がいを明確にするには『資本論」をさらに「原理論」として「純化する作業」

がずすめられねばならなかった。その「純化」の課題は戦後に残され，戦後は，

この「資本論」の i純化作業」を通じての「原理論」の体系化を特徴と「る「三

段階論の設終的定式化Jの時期だとされるわけである o 宇野民の戦後の著述を

追跡することによフて私は，大内氏の宇野経済学の戦後期の特徴づけを妥当と

みなす。宇野氏においては， I三段階論の最終的定式化」は， 1950年 4月に発表

された rr経済学の方法』について」めとし、う論文において明確な形で与えられ，

62年の「経済学方法論j，63年の『経済学の方法.1 (~経済学ゼミナ ノレ~ (1))にお

いて今目的到達点が示されている。そして，この「定式化」と結びついた『資

本論』の「原理論」としての「純化」と「原理論Jの積極的体系化とは， 47年

の『価値論』において第一歩が踏み出されて以降， 50年， 52年の『経済原論』

上下，及び， 52年の『価値論の研究』で一応の結実をみ，その後， 59年の『原

理論の研究』を経て62年の『経済学方法論.1， 63年の『経済学ゼミナーノレ.1'/リ

ーズ，及び， 64竿の新版「経済原論』において今日的到達点が示されている。

この過程で，宇野氏のみならず宇野派の人達によって価値の実体規定を前提し

ないととろの「流通形態」としての商品，貨幣，資本の形態規定を展開し，そ

の「流通形態J論において「価値法則の形態]を明らかにし，労働力商品化を

といた後に「価値法則の実体的根拠」を明らかにするとしづ価値法則論の試み

が行われてきた。

私がまず関心をょせた問題は，この「価値法則論証の試み」を手がかりとし

て，宇野理論の究極的な，ゆきつく先壱たしかめることであった。価値理論が

経済理論体系の根本にあるとすれば，この価値理論を「論証する試み」は，宇

野経済学全体の運命をうらなう上で決定的な重要性をもっと考えられるか色で

3) 宇野『価値論心掛先』東京大学出版会， 1952年刊所収。
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ある。

そこで，価値法則の論証の試みが宇野理論の根本問題とどうかかわっている

かを従来の論争史から概観しておこう。

宇野理論の最も根本的な問題は，次の 3点に要約することが出来る。第 1点

は，主として，故吉村達次氏によって主張されたのととろだが，認識に対する

実践の優位と，実践における社会的，階級的制約からする認識の真理性の階級

的性格，という 7 ノレグス主義の認識論の根本命題Iこ対して， I科学の超階級性」

を主張;)して，これを否定している点である。第2点は，林直道，芦田文夫，故

吉村達次氏などによって強調されためところであるが，資本制生産様式を歴史

的に特徴づけている特殊な矛盾を 7 ルクス・エンゲノレス・レーニ Yがうちたて

てきたところの生産力と生産関係の矛盾の特殊な歴史的姿としての生産の社会

的性格と領有の私的資本主義的形態との矛盾として把えることに反対し，労働

力の商品化の l無理」として把え九ここから資本制生産様式の歴史的特殊性を

事実上全面尚品生産，或いは，全由商品経済に還元し，階級関係をも商品交換

関係の内部にとじこめ，階級闘争への発展の合法則性は経済埋論では解明出主主

ないものとして放遂し，商品生産の永遠にくり返1法則だけを「原理論」は明

らかにすべきであるとしてペ 資本制生産様式の発展に伴う生産の社会化と私

的資本主義的領有形態との矛盾の発展を解明することによって，陪級闘争の経

済的茎礎を明らかにし，資本官j生産様式の生成，発展，没落の法則を解明する

というマノレグス経済学の根本的性格を否定し去ろうとしてし、る点である o それ

と同時に強調すべきことは，資本市j生産様式k他の生産様式との本質的区別を y

4) 育村達抗「経済学じおける理論と実践」同氏『経世学方法論宇野理論批判一』雄揮社， 1966 
年刊所収。

5) 宇野，w資本論』と社会主義』岩波書陪， 1958年刊，第L 4章。
6) 林直道「経済学の対象と宇野理論JW経済学雑誌』第!lfi巻第5号， 1966年11月，芦田士夫代広
義の経済学〉苔定論の系譜ープハーリゾ 宇野教授の所説をめぐって J W立命館経済学』第日
巻第 1，2号， 1964年6月，吉村達次書評「宇野弘蔵「経済学方法論jJ <季刊> w経済』創刊
号 1962年 6月。

7) 宇野前掲『方法論.11160-161頁。
8) 同上， 105-166頁。
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「経済原則」といわれる人聞が自然との聞に行う物質代謝過程が「全面的に商

品経済として実現Jされているか， I経済外的規制」によって実現されているか

の区別にもとめ，前者にのみ「経済法則」が存在い後者には「経済法則」は

存在しないとするめブハ リン的な「広義の経済学」否定論町 lこおちいってい

る点である。第 3点は，見回石介，小椋広勝，故吉村達次氏らによって指摘さ

れてきた町ように， I原理論」から資本制生産様式の歴史的発展法則を放遂し，

「段階論」では法則を明らかにせず， I原理論」で解明された永遠にくり返さ

れる商品経済の法則を「阻害Jし「変容する事情」一一これはプラン問題と関連

させられ， 国家， 国際関係(世界市場は「現状分析」へ)というプヲ Y後半の度

目と封建的遺制などの非商品経済的要因からなるとされている の歴史的な

タイプだけを特徴づけ， I現状分析」は，この「段階論」を「基準」として「無

限に複雑な個別的具体性」の分析壱行うという町し、わゆる「三段階論Jにおい

ては，帝国主義段階，及び，現代資本主義の歴史的段階規定が，資本主義の合

法則的発展の自己産出的結果として把握されえず， 宇野理論にいうととろの

「生成・発展・欄熟」期の，互いの間に法則的関連のなし刊、わゆる「経済法則」

の「変容事情」なるものによって規定される左いうことになる点であるの

この小論の対象は，以上の 3つの根本的問題点の第2点にかかわっている。

即ち，後で(町で)明らかにするように， I原理論j では，商品，貨幣， 資本を

「流通形態」として「純粋な形態規定」といて展開し，労働力商品化壱といた

後にその「実体的根拠Jを明らかにするという方渋的主張トぞれにもとづく

「資本論』の「純化」作業は，資本制生産様式の歴史的特徴争全面商品経済に

還元する宇野理論の特異な対象規定に基礎づけられており I流通形態|論で

9) 同上， 10-16頁。
10) N. Bucharin， Oekonom品 derT叩 nsf(の mationsperwde，Verlg der K L AuslieferungssteUe 

fur Deutschland; C. H. Nachf， L. Cahnbley， Hamburg. 1922， 55. 1-2 
11) 見回石介「宇野氏のいわゆる原理論と段階論についてJ，経済学年報Jl25， 1966年12月，小椋

広勝「資本主義の帝国主義段措」宇佐斐宇高 島編『マルクス経糖学講庄~ 2，有斐閣， 1963 

年判所収，吉村達次「レーニン『帝国主義論』の段階規定にっし、て」同氏前掲書所収。
12') 宇野前掲『方法論~ 3氾 64頁。
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価値実体を前提しない価値形態を，或いは，価値実体を前提しない「価値法則

の形態」を展開し，労働力商品化をといて後に，価値実体壱，或いは， I価値

法則の実体的根拠」を明らかにするという方法とその試みも，同じくその特異

な対象規定に基礎づけられているということ，ここに小論は注目しているので

ある。

ここでの問題の限定は， I宇野理論」の特異な経済学の対象規定と価値論との

関係の根本的な批判を行うための準備として，特異な対象規定から導出ぎれて

きてし、る宇野派本流の価値形態から価値実体へ価値法則の形態」から「価

値法則の実体的根拠」へとしづ価値論論証の試みの現段階の特徴とその問題点

を摘出し，宇野理論の「論証」よそのものが，解決不可能な矛盾に直面すること

を先ず示それ

そして，之の矛盾の根底には，実は宇野氏の経済学の「特異な」対象規定が

あることが明らかにじたい。そのごとは，また，宇野理論における「原理論」

の問題が「純粋資本主義Jの前提と「流通形態」論止の一律背反にある町と L、

うより，むしろ対象規定そのものに内在する問題の方法上での現われとして把

えるべきだという見解を明らかにすることになる。

且 宇野派本流における価値論の基本構造

ここでとりあげる宇野弘蔵氏，降旗節雄氏，大内秀明氏の 3氏に代表される

宇野派本流町の場合「原理論Jの構造は，はじめに商品経済の「純粋な形態規

定Jとして「流通論J或いは「流通形態論」からはじまれこの「流通形態J

の展開の極点において「産業資本形式」なるものによる労働力商品化がとかれ，

次に「商品による商品の生産過程Jとしての資本家的商品経済の「実体」が「生

13) 佐藤金三郎 rw貨明書の資本への転化』の論理と歴史J，経済研究』第凶器第3号， 1963年7月な
どの見解。

14) 宇野派と称しうる人達には，宇野氏の理論的志向に最も忠実な大内秀明!降旗節雄!鎌倉孝男
民らの干野配本流というへきグループと「流通形態」論に資本主義の生成期の特徴を内在化させ
ようとする鈴木鴻一周L 岩田弘氏らのグループと宇野理論を近代経済学的に利用してゆ〈玉野井
芳郎，桜井毅氏らのグループがある。
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産論」或いは「生産過程論」としてとかれることになっている町。 これに従っ

て「流通論J二「流通形態論」で「価値関係の形態的展開」或いは「価値法則

の形態」なるものがとかれ I生産論J= I生産過程論」で「価値関係の実体

的根拠」或いは「価値法則の実体的根拠」なるものが明らかにされる。

それでは，第 1に「価値法則の形態」とは何か P

先ず「流通形態」に「純化」された「商品形態J論において「資本論」第 1

部第 1編第 1章の商品論で与えられている一価値J I価値形態J i価格」とは

全く別個の「価値J I価値形態J I価格」の規定が与えられる。即ち I流通

形態」上の概念に「純化されたJ I価値Jとは，価値の実体とも価値の形態と

も区別された実体不明の諸商品の「同質性 J16)だと規定される。その「同質性」

とは，宇野氏によれば「商品所有者が他の商品に対して交換に応じうるという

ことを示すという意味での同質性J17) だとされ，犬内氏にあっては商品の「全

面的に突換を要求する性格」叫だとされる。そして， それは客観的な景だとさ

れるのである。後にみるように宇野氏や降旗氏の場合は，この「同質性」なる

「価値」の客観的な量の実体は，商品に対象化された抽象的人間労働であるこ

とが証明されるのであるが，大内氏の場合は，それは質的にも量的にも商品に

対象化された抽象的人間労働とは「区別」された「独立の要因J19) とされてい

る。

しかし， この商品の「同質性Jニ商品の突換性なる商品の社会的性格が， 私

的所有にもとづく社会的分業のもとでの商品生産社会の労働の独自的社会的性

格によって裏づけられていないため一一一価値の実体規定が与えられていなし、か

ら ，商品の社会的関係は，商品所有者の欲望，需要によってしか与えられ

ないことになる。 この点の批判は久留間鮫造氏によって鋭くなされてきた町。

15) 宇野弘蔵『経済原論』上岩波書庖 195D年刊(以下j 旧『原論」と時);同氏『経清原論』

岩波全書. 1964年刊(以下新『原論』と時);降旗F 大門前調書。
16) 宇野旧『原論Jl24-25頁 2新『原論J21Jl:。

17) 宇野前掲叩可題点H2頁。
18) 大内前掲書， 169頁。

19) 向上， 174-175頁。

20) 久留間鮫港「価値形態論と交換過程論』岩世書陪. 1957年刊ロ
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そのため，商品所有者の欲望，需要を導入して「価値形態」がとかれ， r価値

形態Jとは商品所有者が自らの商品の「価値Jニ「同質性」の一定量壱自分の欲

望対象としての他の商品の使用価値の一定量で主観的に表現する形式判と規定

される。その結果， r価格」もまた商品所有者が自己の商品の「価値」ニ「同質

性」の量壱その欲望対象たる貨幣商品の一定量で主観的に表現する形式町だと

される。こうして「商品形態J論において，実体のなし、， しかも，客観的な量

をもつものと Lての「同質性」なる「価値jが設定され，商品所有者の主観的

表現としての「価値形態Jr価格形態」が与えられ， r価格」の主観性から「価

値と価格の背離」なるものが設定酌されるわけである h そして， このような

「価値と価格の背離Jから，貨幣の諸機能，資本の諸形式(，商人資本形式J，金

貸資本形式J，産業資本形式J)による諸商品の流通における需要・供給関係の調

節によって，需要供給関係のゆきつくところとしての諸商品の「価値と価格の

一致j をとくことが，価値法則の形態」の解明だとされる問。 つまり， r商
品形態」論で，商品の交換される性格とし寸，古典派が「交換価値」と呼んで

し、t-lcころのものを「価値」と Lて設定し，流通の表面での商品所有者聞の需

給の 7γパラユ/スかι生じる相対的価値表現の主観性から「価格と価値の背離」

「価格水準」の未確立を設定して，貨幣の諸機能，資本の諸形式の展開におい

て，需給調節機構の確立=相対的価値表現の客観性の確立ニ「価格と価値の一

致J=r価格水準」の確立の過程をときペ需給関係の行青つく土ころに形成さ

れる諸商品の均衡価格の体系の成立を明らかにすることが「流通形態J論にお

ける「価値法則の形態」の解明なるものなのであるのこの均衡価格'の形成壱宇

野氏は「価格の変動の中心をなす価値関係」の「社会的確証J鵠〉の成立正いわ

2]) 宇野前掲新『原論J23-24買。

22) 同上， 31頁。
23) 同上. 31)'¥。
24) 大内前掲書， 295-296頁ロ
25) 向上. 304-305頁。

26) 宇野前掲新『原論J31頁ロ
27) 降旗前掲君， 202頁。
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れ，降旗氏は「価格体系の形成」町，大内氏は「一物一価」の機構の形成叫とし、

われる。

第 2に「価値法則の実体的根拠」の解明とは何か?商品所有者聞の需給の均

衡点に形成される諸商品の均衡価格の体系とは， 諸商品の「価値J~諸商品の

交換性としての「同質性」の「社会的に確証された」量的関係壱示すものでは

あるが，すでにみた還りこの「同質性」の実体は不明とされてきた。労働力商

品化の後に展開される「生産過程J諭で与えられる「価値法則の実体的根拠」

の解明とは，との|同質性」の実体が諸商品に対象化された抽象的人間労働だ

ということを明らかにし，次いで，その己とによって均衡価格の体系が，結局，

諸商品に対象化された抽象的人間労働の量的関係によって規定されているもの

であること壱証明することなのである。

先ず，労働力商品化によってつかみ出される「あらゆる社会に共通な実休」

としての「労働=生産過程」が明らかlごされ，この「労働=生産過程」におけ

る労働が，あらゆる社会においてその社会が需要するところの生産物をその質

と量に応じて生産する労働として，具体的有用労働をその質とし，抽象的人間

労働をその量とするところの超歴史的な「二重性」をもっ労働として措定町さ

れる。そして，労働力=労働主体が商品化Lていることから労働生産物は必ず

商品化する必然性は与えられているとして，生産物に対象化された抽象的人間

労働が，商品のかの「向質性Jの実体だとレうことが証明されるというわけで

ある。更に， I資本家的生産方法の発展」の展開において労働の単純化と労働

力の流動性の発展による労働力価値の均一化と相対的過剰人口形成による労働

力の需要に応じた供給体制の確立がとかれ，社会的総資本が「経済原則」を実

現する再生産表式がとかれるに至って「価値法則の実体的根拠」の解明が完了時

するというわけである。

28) 大内前掲書.304， 314頁。
29) 宇野前掲旧『原論.ll87-97頁，降旗前掲書， 145-3田頁。大内前掲書， 327頁。
30) 宇野前橋旧『原論』上， 89-273真。新『原論Jl47-136頁D
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皿 宇野派本流の価値論が陥る解決Lがたい矛盾

第1の矛盾。宇野民の場合 I商品形態」論における「価値」壱実体のない

「同質性」とされるものの，その「同質性」なるもののの実体は結局商品に対

象化された抽象的人間労働であって，従って，この「同質性Jの量とは対象化

された抽象的人間労働の量だということを証明し，流通の表面の需給の均衡点

で与えられる諸商品の均衡価格とは， 結局， 諸商品に対象化された抽象的人

間労働の量的比率の正確な反映にすぎないことが証明される。しかしながら，

「流通形態」論における均衡価格の成立は，需給の不一致から一致への運動を

内在化させ，むしろ，それを動力として論理をすすめてとかれるわけであるか

ら需要供給者の経済的性格が重要な問題になる。その場合， I商品形態J諭，

「貨幣形態」論では，との需給関係を形成する主体は単なる商品所有者，貨幣

所有者であってよいが， I資本形態」論ではその主体が資本所有者になるわけ

である u だから， I資木形態」論でこの需給の均衡点の達成をとくことになると

不可避的に資本所有者聞の需給関係，つまり，利潤獲得競争を導入せ育る争え

なくなり，資本所有者聞の利潤競争を導入すれば，そこに形成される均衡価格

は，費用価格十一般的利潤という生産価格にならざるをえなくなる。もし，こ

の均衡価格が生産価格であるとすると，その均衡価格は，価値から背離した価

格であっlて，諸商品に対象化された抽象的人間労働の量的比率の正確な反映で

ありえないし， 従ってまた， 均衡価格で正確に表現されるとされる諸商品の

「価値J=かの「同質性」の量は対象化された抽象的人間労働の量ではなくな

る。そのため，宇野氏のように「同質性」として規定された「価値」の実体が

対象化された抽象的人間労働であれ均衡価格がこの対象化された抽象的人間

労働の比率の正確な反映であることを証明しようとすれば，この均衡価格の成

立を資本所有者登場以前の段階， ~p ち，単純な商品流通の局面でとかざるをえ

ない。 I商品形態」論では，需給の不一致，価格表現の主観性， I価格と価値

の背離Jを設定したわけであるから，結局，それは「貨幣形態」論でとかれぎ
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る壱えないことになるの 4そこで，宇野，降旗両氏は，貨幣の価値尺度機能，流

通手段機能でこの諸商品の需給の調節による「価値と価格の一致J=l均衡価格J

の成立をとかれる町わけである。しかしながら，ここで問題となるのが 1貨

幣から資本への転化Jを何によってとくかと 4、う問題である。

宇野理論においては，周知の通り. r流通形態」論としての「資本形態」論

なるものは 1商人資本形式J 1金貸資本形式J 1産業資本形式」としづ順序

で展開される。だから，貨幣から資本への移行は「貨幣形態jから「商人資本

形式」への移行として先ず問題になるロ 「商人資本形式Jなるものは，安く買

って高く売ることによってその「価格差」を利潤として獲得する流通の表面に

おける資本の「形式」だとされる叫わけであるから，貨幣から「商人資本形式」

への移行には同一商品について「価格差」が前提されねばならない。と乙ろが，

一方で，均衡価格が生産価格になる ιとをさけ. 1貨幣形態」論で諸商品の「価

値と価格の一致J= 1均衡価格の成立Iニ「価格差Iの解消をとかれる結果，

貨幣から「商人資本形式」への移行において，この「価格差1を設定すること

が無理なととになる。

そこで，宇野氏の場合は，この矛盾を，そのような均衡価格の成立のもとで

「個別的，偶然的事情」によって生ずる「価格差」の設定によって解決されよ

うとしたぺしかし，伺値増殖の根拠が「個別的，偶然的」であっては 1商

人資本形式」の成立根拠は偶然となれ必然性をもたないことになる o これを

批判して，降旗氏は，異った流通圏の聞の「価格差j な志ものを設定されて解

決されようとする。つまり，異った商品流通圏には，各々臭った均衡価格の体

系が生ずるから 1つの流通圏の内部では「価格差」は解消するが，異った流

通圏の聞には「価格差Jの存在が必然だとされるわ付である o そして，世界貨

幣としての貨幣の機能は，まさに，この異った流通園を「世界市場的連関」に

31) 同新 r原論"，1頁，同氏『方法論.ll213-217頁，降旗前掲書， 125頁。
32) 宇野前掲日『原論』上， 74-78頁。
33) 同上 70頁。同氏新『原論』では「社会と社会との問」にある「価格差」として「偶然的個別

的」という色彰をなくす試みがなされている (41頁)。
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もたらすものであって， I商人資本形式」とは， I貨幣形態」論の最後に位置

する「世界貨幣」の機能から不可避的に同て〈るものとされる叫わけである。

しかしながら，これも，宇野派の大内氏自身が批判するように I純粋資本主

義」とし寸宇野理論の対象規定からすれば I世界市場と園内市場とは相互に

溶解しあっているとみるべき Jl5) なのだから， とのような異った流通圏の聞の

「価格差jの導入は，自らの対象規定と矛盾することにならざるをえないわけ

である。

このように，宇野氏の場合(降旗氏の場合は，均衡価格の性格が必ずしも明確でな

いので除〈として)， I商品形態J 論で設定された諸商品の「価値J~I同質性」の

実体が諸商品に対象化された抽象的人間労働であり， I価値法則の形態」の成

立といわれる流通の表面での需給の均衡価指の成立が，諸商品に対象化された

抽象的人間労働の量的比率の正確な反映であることを証明するために，単純な

商品流通の局面で， I資本形態」論の前に「価値と価格の一致」二均衡価格の成

立がとかれ，その結果 I商人資本形式Jの価値増殖根拠たる「価格差」の設

定において， I個別的，偶然的事情」にもとづく必然的根拠のない「価格差」

を設定するという無理をしなければならなくなれ 「貨幣から資本への転化」

を必然性においてときえない左いうことを露呈されたわけである。これが第 1

dの矛盾。

第2の矛盾》これに対 L.，大内氏は，周じく価値実休とも価値形態とも区別

された「価緬」ニ「同質性J cr商品の全面的に安換を要求する性格J)巷出発点にし

ても，諾商品の需給の不一致から一致へ I価格と価値の背離」から「価値と

価格の一致J へと「流通形態」を展開し，均衡価格~ I一物一価」の成立をと

かれるのであるが，宇野氏や降旗氏が陥られた貨幣の資本への転化の挫析を避

けるために， I貨幣形態」論でこの均衡価格二「一物一価」の成立をとかれず，

「産業資本形式」でそれがとかれる。その結果，その均衡価格は生産価格とな

34) 降旗前掲書 119-143真。

35) 大内前掲書， 298頁。
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り， I価値と価格の一致」した状態が生産価格の成立，価値通りの売買が生産

価格通りの売買ということになり，質的にも量的にも，商品に対象化された抽

象的人間労働とは別の，第三者としての価値概念が創造されることになるので

ある。

即ち，大内氏は，元来，諸商品の需要供給関係は，流通の外部にある生産に

よって与えられてくるものだということから， I流通形態」論では，需給関係

は外部から与えられてくるものとしなければならない，とされ，その結果， I流

通形態Jとしての貨幣の諸機能による諸商品の需給調節作用は間接的なものた

らざる壱えないから，宇野，降旗氏のように「貨幣形態」論において諸商品の

需給の 致 I価格と価値の一致J，均衡価格~I一物一価j の成立はときえな

いとされる町。その結果， I商人資本形式」成立の根拠たる「価格差」の存在

は必然的に設定されうるとぎれ，それによって「流通形態J論としての貨幣の

資本への転化の根拠が必然的にヲえられるとされるわけである。つまり，流通

における需給の外部決定性とそのために生ずる「流通形態」としての貨幣の需

給調節機能の間接性から， I流通形態」論左しての貨幣の資本への転化の根拠で

ある「価格差」が必然に与えられる町とされるわけである。そして， I流通形

態」論における「価値法則の形態」の確立といわれる「価値と価格の一致J~ 

「一物一価」の機構の確立が， I産業資本形式」におし、て労働力商品化が与えられ，

それによって産業資本が生産を媒介にして需要と供給を結合する結果，流通に

おける需給関係の外部決定性が克服されることによって与えられるとされる3ヘ
しかしながら，このように，実体規定向きの「価値」から出発して，流通に

おける需給の外部決定性から貨幣の需給調節機能の間接性を設定し，そこに成

立する「価格差」の必然性から「商人資本形式」をとき， I産業資本形式」に

おいて「価値と価格の一致Jニ「一物一個」の成立をとかれる結果は，すでにみ

たとおり，その「一物一価」としての均衡価格は，資本家聞の利潤獲得競争の均

36) 同上.294-298頁。

37) 向上. 294-298頁。
38) 同上.298-305頁。
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衡としての生産価格とならざるをえないわけである。この点を大内氏は， I流

通形態」論における「価値法則の形態」の成立解明とは， I生産価格の形態規

定J39) 壱明らかにするものだといわれている。

さて， I価値と価格の不一致J=I需給の不 致」から出発してたどりつかれ

た「価値と価格の一致」点=需給の一致点としての「一物一価」が，このよう

に生産価格だとすると，この均衡価格で「価値と価格の一致Jが達成されると

される以上，結局，はじめに設定された諸商品の「価値J=I同質性」なるもの

の量は，費用価格+一般利潤という生産価格のこととなり，ここに，量的にも

質的にも諸商品に対象化された抽象的人間労働とは区別された，それとは別個

の「価値J概念がっくり出されることになるわけである。ここに，大内氏の場

合，価値通りの交換=生産価格通りの交換となる「価値」叫，従って，生産価格

においてその量的比率が正確に表現される「価値」という， I抽象的人間労働の

対象化からも ー区別され」た「独立の要因JH)としての概念として「価値」

が再構成されなければならないことになるわけである o

以七のように，宇野氏が， I流通形態J論におし、て，実体を排除して規定さ

れf 商品の「伺値J=I同質性」の実体号， I生産過程」論において，質的にも量

的にも商品に対象化された抽象的人間労働であることを明らかにするために，

「流通形態」論での「価値法則の形態」の成立=均衡価格の成立を，生産価格

の成立となるのをたくみに避けて，単純な商品流通の局面で，即ち， I貨幣形

態J論で与えられ，その結果， I流通形態」論として，貨幣から「商人資本形

式」への移行を必然的なものとして措定しえなかったとすれば，大内氏の場合

は，宇野理一論の対象規定に忠実に「流通形態」論壱展開し，流通における需給

の外部決定性から「商人資本形式]の成立根拠としての「価格差」を必然的な

39) 同上， 327， 336頁。
40) 向上， 422頁で等労働量交換とし、う内容をもたされた等価交換は資本主義のもとでは存布しな

いという理由で理論的にもそれを不要とし 「等価交換を いわゆる一物一価u、う意味に限定
すれば!生産価格!とりわけ市場調節酎生産価格として等価交換が成立するといってもよL、」と
している。

41) 向上， 174頁。
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ものとして設定されたものの，その結果， I価値法則の形態J=I一物一価」の

機構が生産価格の体系となることを避けられず， I価値」と生産価格が量的に同

じという，商品に対象化された抽象的人間労働という価値概念とは全くちがう

新たな価値概念を創造されなければならなくなったのだということが出来る。

N この方法の根拠一宇野理論の対象規定

これまでの展開において，宇野派本流における価値論論証の 1つの重大な帰

結を明らかにした。

その帰結としての新しい「価値」概念の問題性については別の機会に検討す

ることとし，ここでは，との帰結がもたらされた根本原因が，宇野理論におけ

る経済学の特異な対象規定にあることを明らかにしよう。

宇野氏によれば，資本制経済の歴史的特質は， I経済原則」が，商品経済と

いう「純経済的形態」によって実現されてい高という点において根本的な規定

が与えられることになっている。即ち，宇野氏は，人聞が自然との聞に行う物

質代謝過程壱「経済原則」とし，この「経済原則jを「あらゆる社会に共通な

実体J42)として，この「経済原則J=I実体」が， どのような社会的規制によっ

て実現されるかによって経済学の対象となる「経済法則jが存在するかしない

かを区別される。「経済原則」が，全面的に商品経済という「純経済的形態J43)，

によって実現される場合には， I経済原則」が「経済法則」として実現され，

「経済原則Jが， I何らかの宗教的立，慣習的な，あるいは政治的な制度」叫な

どの|経済外的規制」によって実現される場合は， I経済原則」は， I経済法

則」として実現されず，従って，経済学の対象となる「経済法則」は存在しな

いとされるわけである。そして， r経済原則」が全面的に商品経済によって実

現されるのは，物質代謝過程の主体，即ち，労働力が商品化して，物質代謝過

程が「商品による商品の生産過程」となることによヮてであるから，資木制経

42) 宇野前掲『問題点j 128頁。

43) 同氏前掲『方法論Jl7， 12~。
44) 同上6頁。
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済のみが「経済法則」の存在し，支配する経済であるとされ，経済学の対象と

なるとされるわけである o 資本制社会以外は，労働力が商品化していない以上，

部分的に商品経済が存在していても， I経済原則Jが全面的に商品経済によっ

て実現されておらず，基本的には「共同体的規制J (資本制社会以前)とか f意

識的，百十曲的な方式J (社会主義社会)によって実現されており，全社会的性格

をもつものとしての「経済法則Jは存在し，支配していないとされる'"わけで

ある。

商品経済が「純経済的形態」とされるのは，物質代謝過程~I経済原則」が，

商品と商品との関係，或いはs 商品と貨幣との関係，即ち，物と物との関係に

よフて実現されるからであり舗に 「経済原則」が全面的に商品経済で実現され

る場合に「経済法則」が存在し，支配する止いわれるのは，物質代謝過程が，

物 E物土の関係，即ち商品と商品との関係で実現される結果，経済過程が上部

構造からの規制古、ら自立して，客体的な過程となりIJ，人間の活動を「自然法則

のように客観的」に支配してくるからだとされる:Q'叫3η〉

このような「経済法則」の把擾のし方，経済学の対象規定化従うならば，資

本制経済の歴史的特質にかんする根本規定は I経済原則」が商品経済という

「純経済的形態」によって実現されている経済，即ち， I経済法貝UJの存在し，

支配する経済ということにならざるをえないわけである。

「原理論」の対象とされる「純粋資本主義」とは，資本制経済からこの商品

経済という「純経済的形態」以外の社会的規制，即ち， I経済外的規制J或い

は「非商品経済的要因Jをすべて捨象(国家，国際関係までもこの中に含めて捨象)

ドそこに設定されるところの， I 純経済的形態J~商品経済がJ 全面的に「経

済原貝UJを「経済法則j として実現している 1つのそデノレを想定したもの刷で

あり， ιの「純粋資本主義」を対象とする「原理論Jの課題は I経済原則」

45) 向上， 15-16頁。
46) 向上， 26頁。
47) 同上， 105-12.5頁。
46) 同上， 17-32頁。
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が商品経済によりてし、かに完全に実現されているか，即ち， r経済原則」が，

商品と商品の関係=物と物との関係のみでいかに完全に実現されているか，壱

明らかにすることに他ならないわけである。

ここから， r原理論」の方法もおのずと規定されてくるわけであり，それが

「流通形態」論から労働カ商品化による「商品による商品の生産過程jへとい

う方法を帰結し r流通形態」論の方法と性格を規定しているのである。一方

で「あらゆる社会に共通な実体」として「経済原則」を設定し，他方で，社会

の経済過程の区別をこの「実体」の実現形態，即ち r経済外的規制UJか「純

経済的形態」かで区別される以上，資本制経済企他の社会の経済と区別するも

のは，尚品経済という「純経済的形態」に他ならないから， r純粋資本主義」

とし寸対象の性格を明確にするためには，対象から「あらゆる社会に共通な実

体」を捨象して，この「純経済的形態」のみを抽象し，その特徴をまず明確に

しなければな ιないわけであるu この「実体」の捨象された「純経済的形態 1，

まさに「形態」だけの展開が， r流通形態|論に他なら在いのである。

この「流通形態j論は，資本制商品経済に先行する商品経済の「形態的発展」

とし、う商品経済発展の歴史的特徴を理論に内在化するという面からも基礎づけ

られてレるのであるが，この点は，従来からの歴史と論理との関連についての

論争に対する宇野氏の一見解でもあり，大方の注意をひいてきた。宇野氏によ

れば，資本制に先行する商品経済の発展は r経済原則J=Iあらゆる社会に共

通な実体」が，労働力自体が商品化していないために，全面的に商品経済的に

実現されていなかったという理由によって「実体的根拠Jを確立していない「形

態的発展」だといわれ，従って，商品経済の発展の歴史的特徴は， I形態的発

展」が先行し，労働力が商品化されてはじめて「実体的根拠」壱確立するとい

う点にあるとされる向。|原理論1は，この尚品経済の「形態的発展」から「実

体的根拠」の確立へという歴史的発展の特徴を，実体を前提しない「流通形態」

の展開から労働力商品化によヮて確立される「実体的根拠」へとし寸順序で方

49) 向上， 12-14. 227買，同氏前掲『問題点JJ18-19頁 84員。
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法的に模写すべきなのだといわれるわけである。これが，価値論についても，

形態から実体へ，不等価交換から等価交換へ， I価値法則の形態」の成立から

「価値法則の実体的根拠」へとL、う展開方法主張の基礎となっているのである叫。

ただい最近は，この歴史を論理に投影する主張は徐々にひきさげられ I純

粋資本主義」から「あらゆる社会に共通な実体J壱捨象した商品経済の「形態」

こそが， I流通形態」論の内容・編成を主として規定するのだというように説

明されている問。 また，尚品・貨幣・資本が「流通形態」といむれるのは 1

つには，商品経済の要素的形態であるそれらが，商品経済が歴史的に原始共同

体閣の商品交換にはじまって生産過程がどんな生産関係で行われているかに拘

りなく生産過程の「外部Jで，生産物の突換，流通を媒介するものとして発達

してきたとしづ商品経済的「外部性」という性格から，生産関係や生産過程と

無関係な形態だと閉し、うこ土を示そう正されているためであり， 2つには， I資

本家的商品経済」のもとでは，生産物のみならず労働力向体が流通部聞を通過

し，流通上で商品・貨幣という形態をとり，資本によって生産的結合にもたら

され，あらゆるものが，流通上で商品・貨幣・資本という形態をとることによ

って生産の調節が行われ， I経済原則」が実現されるのだという資本主義の「流

通主義的性格」町なるものを示そうとされているからである。

ここから次のような「流通形態」論の性格が規定されてくるわけである。

第 1に I流通形態」論では，労働とか生産とかの「経済原則範障害」或いは

「実体」的なものはすべて捨象されていなくてはならないのであって，商品・

貨幣・資本も全く流通上の概念に「純化」されるべきだということ。ここから

『資本論」が商品論で，価値の実体規定を与えたのは， I流通形態」としての

形態的特徴を損うものであるという批判がなされ，価値も「流通形態上の概念」

に「純化Jし，価値の形態的規定のみに「純化」すべきという主張がでてくる

50) 同氏前掲『方法論JJ186頁。

51) 同氏育掲『問題点JJ10-16頁。

52) 同氏『価値論』河出書房， 1949年刊， 10-11頁，降旗前掲書， 18-25頁。

53) 宇野前掲旧『原論，"0頁，犬内前掲盲.73-99頁。
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わけである。

第 2に，この「疏通形態Jは，労働力争も商品kいう「物JI~還元し， r経

済原則」を物と物との関係で実現する「形式」でなければならないのであるが，

商品と商品との関係であるところのこの物と物との関係は，諸商品問(労働力

商品も含む)の相対的価値関係叫なのであって， 従って 1流通形態」論は，

諸商品聞の相対的価値関係を，不完全なもの=r経済原則」を実現しえないも

のから， 完全なもの=1経済原則」壱実現するものへ展開されなければならな

いわけである。これが， 1価格と価値の背離」からその一致へ，即ち，均衡価

格=1経済原則Jを実現する「価格体系」の形成への展開を要請しているわけで

ある。

第 3に， 1流通形態」とは， 1経済外的規制」もなく「意識的，計画的規制」

もない無政府的な生監を，価格機構を通じて社会の需要する生産物をその質量

に応じて生産「るという「経済原則」の実現にむかわせ品と ζ ろの「形式」で

なければならないわけであるから 1流通形態J論は，需給の不一致が， 1価

格体系」の形成につれてその一致を実現して行く運動の展開でもなければなら

ないというととになるのである。

さて， 1経済原則Jo"実現する土いうこ tは，その社会の需要する生産物を

その質と量に応じて生産を行うこと，即ち，労働力と生産手段とを社会の需要

する生産物の質と量に応じて均衡的に配分し，社会の需要に均衡Lた生産を行

勺て行くことに他ならないのであるが，資本制社会でのこの労働力と生産手段

の均衡的配分とは，一般的な社会の需要によって規定されているのではなし

資本家聞の利潤獲得競争により規定されているのであって，あえてその均衡的

配分の状態は何かというならば3 それは，まさにすべての生産部門が一般的利

潤率を得ているように労働力と生産手段が配分されている状態というより他は

ない。だから，資本制経済のもとで，あえて「経済原則」の実現をいうならば，

それは，すべての部門が一般的利潤率を得ているような状態に生産手段と労働

54) 宰野前掲『方法論.ll13Q-131頁。
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力が配分されて生産が行われているということに他ならなし、。従って，資木骨，[

経済のもとで r経済原則」を実現する「価格体系Jとは，生産価格の体系に

他ならないわけであって，大内氏の帰結はとのこ左を証明じたものに他ならな

し、。

とのように，宇野理論の経済学の特異な対象規定によって導き出されている

ところの「流通形態」論の方法，役割，性格を徹底させるならば， ii流通形態」

論における「価値法則の形態」の解明とは，価値実体を前提しないで生産価格

体系の形成を明らかにすることに他ならず，商品論で実体ぬきの「価値」を与

え， r経済原則]を実現するような「価格体系」において「価値と価格の一致J

をいおうとすれば，大内氏のように，生産価格において「価値通りの交換」或

いは「価格と価値の一致」をいうような「価値概念」を必要とするようになり，

又，それを避け，少くともマノレグスに従って質的にも量的にも「価値]の実体

を対象化された抽象的人間労働とする立場をとろうとすれば，宇野氏のように，

自らの対象規定から要請される方法にす盾しなければならないという帰結にな

るわけである。

以上，本稿 tは，宇野理論の価値論における内在的矛盾とその根拠=宇野理

論の経済学の対象規定との関連を明らかにした。


